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議案第１６号 

 

   市道路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次のとおり路線を認

定することについて、議会の議決を求める。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

認定する路線 

 大東四條畷線   （起点）大東市深野北一丁目５２３番１９先 

          （終点）大東市深野北一丁目２１番９先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

  

大阪府から管理を引き継ぐこととなる道路を市道として認定するため。 
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議案第１７号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項において準用する同法第８条第２

項の規定により、次のとおり路線を廃止することについて、議会の議決を求める。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

廃止する路線 

 権現川左岸線   （起点）大東市深野北一丁目５１２番２先 

          （終点）大東市深野北一丁目１５０番１先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

  

 本路線の区域が、新たに認定しようとする路線と重複するため。 
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議案第１８号 

 

大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４０

号）が施行されることに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第３条第２項ただし書を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１９号 

 

大東市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 非常勤職員の育児休業等の取得要件を緩和すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第１号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第２条第１号ア(ｱ)を削り、同号ア(ｲ)中「特定職に引き続き」を「引き続いて任命権者

を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同号ア中(ｲ)を(ｱ)とし、(ｳ)を

(ｲ)とする。 

 第２１条第１号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。 

 第２５条を第２７条とし、第２４条の次に次の２条を加える。 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２５条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、

又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に対して、育児

休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承認の請求に係る当該

職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員が不利

益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第２６条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

 (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

 

   大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 国民健康保険税の課税額を変更すること等に伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市国民健康保険税条例（平成３年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１項中「１００分の

８．６２」を「１００分の８．７１」に改める。 

 第４条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条中「３０，６４０円」

を「３１，８５４円」に改める。 

 第５条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１号中「第２３条」

を「第２３条第１項」に、「３１，８７０円」を「３２，１０５円」に改め、同条第２号

中「１５，９３５円」を「１６，０５２円」に改め、同条第３号中「２３，９０２円」を

「２４，０７８円」に改める。 

 第６条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削り、「１００分の２．７３」

を「１００分の２．６６」に改める。 

 第７条中「９，４７８円」を「９，４２６円」に改める。 

 第７条の２第１号中「９，８５８円」を「９，５００円」に改め、同条第２号中「４，

９２９円」を「４，７５０円」に改め、同条第３号中「７，３９３円」を「７，１２５円」

に改める。 

 第８条中「１００分の２．４７」を「１００分の２．４８」に改める。 

 第９条中「１８，２１３円」を「１８，３０６円」に改める。 

 第１３条第１項中「同条」を「その減額後」に改める。 

 第２３条第１号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に、「同条」を「同

項」に改め、同号ア中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、「２１，４４８円」を

「２２，２９８円」に改め、同号イ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同号イ

(ｱ)中「２２，３０９円」を「２２，４７４円」に改め、同号イ(ｲ)中「１１，１５５円」

を「１１，２３７円」に改め、同号イ(ｳ)中「１６，７３２円」を「１６，８５６円」に

改め、同号ウ中「６，６３５円」を「６，５９９円」に改め、同号エ(ｱ)中「６，９０１
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円」を「６，６５０円」に改め、同号エ(ｲ)中「３，４５１円」を「３，３２５円」に改

め、同号エ(ｳ)中「５，１７６円」を「４，９８８円」に改め、同号オ中「１２，７５０

円」を「１２，８１５円」に改め、同条第２号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５

第１項」に改め、同号ア中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、「１５，３２０円」

を「１５，９２７円」に改め、同号イ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同号イ

(ｱ)中「１５，９３５円」を「１６，０５３円」に改め、同号イ(ｲ)中「７，９６８円」を

「８，０２７円」に改め、同号イ(ｳ)中「１１，９５１円」を「１２，０４０円」に改め、

同号ウ中「４，７３９円」を「４，７１３円」に改め、同号エ(ｱ)中「４，９２９円」を

「４，７５０円」に改め、同号エ(ｲ)中「２，４６５円」を「２，３７５円」に改め、同

号エ(ｳ)中「３，６９７円」を「３，５６３円」に改め、同号オ中「９，１０７円」を

「９，１５３円」に改め、同条第３号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」

に改め、同号ア中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、「６，１２８円」を「６， 

３７１円」に改め、同号イ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同号イ(ｱ)中「６，

３７４円」を「６，４２１円」に改め、同号イ(ｲ)中「３，１８７円」を「３，２１１円」

に改め、同号イ(ｳ)中「４，７８１円」を「４，８１６円」に改め、同号ウ中「１， 

８９６円」を「１，８８６円」に改め、同号エ(ｱ)中「１，９７２円」を「１，９００円」

に改め、同号エ(ｲ)中「９８６円」を「９５０円」に改め、同号エ(ｳ)中「１，４７９円」

を「１，４２５円」に改め、同号オ中「３，６４３円」を「３，６６２円」に改め、同条

に次の１項を加える。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３月３１

日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当該納税義務

者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算

定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

 (1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ４，７７８円 

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ７，９６４円 

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １２，７４２円 
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  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １５，９２７円 

 (2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

  ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，４１４円 

  イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，３５７円 

  ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，７７０円 

  エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４，７１３円 

 第２３条の２中「前条」を「前条第１項」に、「前条第１号中「総所得金額」を「前条

第１項第１号中「総所得金額及び」に改め、「第３号において同じ。）」の次に「及び」を

加える。 

 附則第２項中「第２３条」を「第２３条第１項」に、「第７０３条の５」を「第７０３

条の５第１項」に改める。 

 附則第３項から第１３項まで（附則第５項を除く。）の規定中「第２３条」を「第２３

条第１項」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大東市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の国民健康保

険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例に

よる。 
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議案第２１号 

 

大東市附属機関条例の一部を改正する条例について 

 

大東市附属機関条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

大東市飯盛城跡の調査研究に関する専門委員会の委員の定数を増加することに伴い、所

要の改正を行うため。 
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大東市附属機関条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市附属機関条例（平成２４年条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表市長の部大東市飯盛城跡の調査研究に関する専門委員会の項中「５人」を「１０人」

に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第２２号 

 

   大東市文化財保護条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市文化財保護条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和４年２月２１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 市にとって保存及び活用のための措置が特に必要な文化財について、市の登録文化財と

して登録する制度を新設することに伴い、所要の改正を行うため。 
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   大東市文化財保護条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市文化財保護条例（平成１８年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「第５章 市指定史跡名勝天然記念物（第３６条―第４２条）」を 

「第５章 市指定史跡名勝天然記念物（第３６条―第４２条） 

 第６章 市登録文化財（第４３条―第４６条）      」に、「第６章」を「第７

章」に、「第４３条」を「第４７条」に、「第７章」を「第８章」に、「第４４条―第 

４７条」を「第４８条―第５１条」に、「第８章」を「第９章」に、「第４８条」を「第 

５２条」に、「第９章」を「第１０章」に、「第４９条・第５０条」を「第５３条・第５４

条」に、「第１０章」を「第１１章」に、「第５１条―第５３条」を「第５５条―第５７条」

に改める。 

 第１条中「指定」の次に「又は登録」を、「重要なもの」の次に「又は保存及び活用の

ための措置が特に必要なもの」を加える。 

 第５３条を第５７条とし、第５２条を第５６条とし、第５１条を第５５条とする。 

 第１０章を第１１章とする。 

 第９章中第５０条を第５４条とする。 

 第４９条中「市指定史跡名勝天然記念物」の次に「及び市登録文化財」を、「当該市指

定の文化財」の次に「又は市登録文化財」を加え、同条を第５３条とする。 

 第９章を第１０章とする。 

 第８章中第４８条を第５２条とし、同章を第９章とする。 

 第７章中第４７条を第５１条とし、第４６条を第５０条とし、第４５条を第４９条とす

る。 

 第４４条第１項中「指定された」を「指定され、又は第６章の規定により市登録文化財

として登録された」に改め、同条を第４８条とする。 

 第７章を第８章とする。 

 第６章中第４３条を第４７条とし、同章を第７章とし、第５章の次に次の１章を加える。 
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   第６章 市登録文化財 

 （登録） 

第４３条 市長は、市の区域内に存する文化財（国が指定又は文化財登録原簿（法に規定

する文化財登録原簿をいう。以下同じ。）に登録しているもの、大阪府が指定又は大阪

府登録文化財（府条例に規定する大阪府登録文化財をいう。以下同じ。）として登録し

ているもの及び第２章から前章までの規定により指定されたものを除く。）のうち、市

にとって保存及び活用のための措置が特に必要なものを大東市登録文化財（以下「市登

録文化財」という。）として登録することができる。 

２ 市長は、前項の規定による登録をしようとするときは、あらかじめ、登録しようとす

る文化財の所有者等の同意を得なければならない。ただし、所有者等が判明しない場合

は、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の規定による登録をしようとするときは、あらかじめ、審議会に諮問

しなければならない。 

４ 第１項の規定による登録は、その旨を告示するとともに、当該文化財の所有者等に通

知して行うものとする。 

５ 第１項の規定による登録は、前項の規定による告示があった日からその効力を生ずる。 

６ 市長は、第１項の規定による登録をしたときは、当該市登録文化財の所有者等に登録

証を交付しなければならない。 

 （抹消） 

第４４条 市長は、市登録文化財についてその保存及び活用のための措置を講じる必要が

なくなった場合その他特別の事由があるときは、その登録を抹消することができる。 

２ 前項の規定による登録の抹消については、前条第３項から第５項までの規定を準用す

る。 

３ 市登録文化財を国が指定又は文化財登録原簿に登録したとき、大阪府が指定又は大阪

府登録文化財として登録したとき、又は市が第２章から前章までの規定により指定した

ときは、当該市登録文化財の登録は、抹消されたものとする。 

４ 前項の場合において、市長は、その旨を告示するとともに、当該市登録文化財の所有

者等に通知しなければならない。 

５ 第２項において準用する前条第４項の規定による市登録文化財の登録の抹消の通知を

受けたとき、又は前項の規定による通知を受けたときは、当該市登録文化財の所有者等

- 15 -



 

 

は、速やかに前条第６項に規定する登録証を市長に返納しなければならない。 

 （現状変更等の届出） 

第４５条 市登録文化財の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとす

るときは、あらかじめ、その旨を市長に届け出なければならない。ただし、現状の変更

については、維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置を執る場合又は保存

に影響を及ぼす行為については影響が軽微である場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、規則で定める。 

３ 市長は、市登録文化財の保護上必要があると認めるときは、第１項の規定による届出

に係る現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指導、助言又は勧告をする

ことができる。 

 （準用規定） 

第４６条 第８条から第１６条まで及び第１８条から第２１条までの規定は、市登録文化

財について準用する。 

 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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